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Ⅱ．電気用品を中心とした製品安全４法対象製品のモール運営事業者サイトのサイト

を利用した販売事業者の法令遵守確認 

 

１．調査概要 

モール運営事業者が運営するモールサイトに出品されている製品において、法令上

規定されている適切な表示がなされているか等の実態を販売事業者に照会すること

で調査し、その結果を経済産業省に報告した。 

（１）調査期間 

モールサイトでの調査は、第１ターム（２０２０年１１月）から、１ヶ月を区切

りとして第４ターム（２０２１年２月）までの４回に分けて実施した。 

（２）調査対象 

調査対象としたモールサイトは、国内の３サイトとした。 

調査対象とした製品安全４法の対象品目は表Ⅱ－１のとおりとし、モールサイト

に関係なく共通とした。月に５品目、品目あたり５０製品、計２５０製品の調査を

一単位として、２０２０年１１月から２０２１年２月までの４ヶ月間で、キーワー

ドを用いて約１０００製品を検索し、このうち、販売事業者のＥ－ｍａｉｌアドレ

スが確認できた約５７０製品に対して、販売事業者に照会する調査を実施した。 

本調査業務で対象とするモールサイト及び品目は、経済産業省と協議して決定し

た。なお品目選定においては、「インターネット販売において法令違反が多い品目」、

「製品に起因する事故が多い品目」を選定することを基本方針とした。 
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Ⅲ．製品安全４法対象製品を日本国内へ流通させる海外又は所在地不明の販売事業者

の自社サイト（以下、「海外等直販サイト」という。）の削除に向けた取組 

１．調査概要 

経済産業省が提供するリストに掲載された製品安全４法違反となる製品を取り扱

う海外等直販サイト（１０サイト）を削除するため、当該サイトを登録するレジスト

ラ、ホスティングサービス提供事業者等（以下「レジストラ等」という。）に対しては、

適切な方法で当該サイトの削除要請を行った。削除要請を行う際には、事前に経済産

業省と対応方針等を調整し、実施した。 

要請後は、レジストラ等が措置を取ったか確認を行い、適切な対応がなされなかっ

た場合は、改めて要請を行う又は他のレジストラ等に要請する等、適切な措置を講 

じた。 

また、レジストラ等に対して要請を行った場合は、当該レジストラ等が措置を取っ

ても他のサーバーにサイトを移転する可能性があるので、当該サイトについて２０２

１年３月２４日まではフォローアップを行い、他のサーバーへの移転が認められた場

合は、改めて削除要請を行った。 

本事業が開始するまでに経済産業省がレジストラ等へ削除要請を行い、既に削除さ

れた海外等直販サイト（１０サイト）についてもフォローアップを行い、海外等直販

サイトの存在が認められた場合は、改めて削除要請を行った。 

削除要請の過程で確認できたレジストラ等の所在国の傾向や対応状況、意見等を整

理し、より効果的なアプローチ手法を検討した。 

なお、本調査業務の一部を外注先に委託した。 

 

２．調査方法及び結果 

 （１）調査方法 

 調査は、経済産業省から提供された対象ドメイン名（計２０件）について、適切な

連絡先に削除要請のメールを送る方法とした。 ２０件のうち１９件は、各ドメイン

を登録しているレジストラへ閉鎖要請を行った。残りの１件は、ＥＣサイト運営会社

に対し、消安法に違反する製品を販売しているサイトについて説明した上で、閉鎖要

請を行った。必要に応じて違法性を示す情報やスクリーンショットを提供し、閉鎖要

請先からの質問に回答する等、ドメイン名の停止に関する協力を得られるよう、複数

回に渡り働きかけと交渉を行った。 

 

（２）調査結果 

製品安全４法違反となる海外等直販サイトの削除に向けた取組は、３月１８日時点

で、現在２０件のうち１７件のサイト削除が完了した。一時的には１８件のサイト削

除に成功したものの、このうち１件については、削除後に再び不正なコンテンツが戻

ったため、再度サイト削除に向けた要請を開始し、現在も要請を継続している。 
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Ⅳ．所在地等が不明な販売事業者の実態調査 

 

本調査業務においては、インターネット販売における法令違反が多い品目を調査対

象としていることを踏まえ、第Ⅱ章の調査において収集された販売事業者の情報に基

づき実態調査を行った。 

第Ⅱ章における製品の選定時点では、販売事業者情報ページにおいて、所在地が不

明な販売事業者は、全体で５８件であった。またその多くは所在地のみでなく、特定

商取引法（以下、特商法という。）において、消費者に対して提供することが求められ

ている販売事業者名や運営責任者名に関する情報が、販売事業者情報ページ上に、見

当たらなかった。しかし、このうち５７件については、本調査業務の完了前（２０２

１年３月中旬）に特商法に基づく販売事業者名及び所在地等の表記が、販売事業者情

報ページに掲載されていることを確認できた。 

この５７件の販売事業者の所在地の内訳は、中国：５３件、日本：３件、香港：１

件となり、選定時点で所在地が不明であった店舗の多くが中国に所在していることが

分かった。またこの情報に基づくと、所在地が不明であった中国の販売事業者は、所

在地に「Ｓｈｅｎｚｈｅｎ」の表記が含まれるものが多いことから、広東省深圳市を

所在地とする販売事業者が多いことも示唆される。 
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Ⅴ 監視体制の有効性の検証及び課題等の抽出 

 

１．法令遵守確認の有効性の確認について 

法令遵守確認の実施により、ＰＳマークのない製品をモールサイトで出品している

販売事業者が認められたことはもちろんのこと、ＰＳマークの必要性、販売事業者の

法的義務の周知ができる等、本調査業務による一定の効果があったと考えられる。 

一方で本調査業務を通じて、以下のとおり課題もあることが確認されたことから、

以下のとおり、今回の調査業務の段階毎に項目を列挙し、それぞれに対する有効性の

検証を行い今後に必要となる対策についてもとりまとめた。 

 

（１）調査時期、期間に対する課題 

電気除湿機、扇風機、電気ストーブ等の、いわゆる季節ものの家電製品の場合、

流通している時期が限られており、時期によっては在庫がない場合があることか

ら、市場実態調査の品目は実施時期によって影響を受ける。 

 

これらの対策として、事業の開始時期を可能な限り早めるとともに、冬期商品（採

暖器具、装飾用電灯器具等）の販売開始時期を終了時期として、法令遵守確認調査

における最終タームの時期を早めに設けることが望ましいと考える。 

 

（２）調査対象品目、製品の選定における課題 

品目によっては同一品目の調査を繰り返した場合、検索キーワードを変える等

の工夫をしても、調査の重複（ブランド、販売事業者等）を避けていくと、検索順

位がかなり下位の製品まで調査対象となる。検索順位が下位の製品を調査対象と

したときには、販売事業者に対する法令の周知という点ではよいが、その特定の

製品に対する効果は得られず終えるおそれがある。 

 

これらの対策は、例えば、検索順位の上位から１００程度の範囲として消費者の

商品選択の行動にあわせた範囲に限定するとともに、商品ページにおいてＰＳマー

クがあると推測されるものを除くことが良いと考えられた。 

 

（３）照会票の送付、回収における課題 

① 本調査業務では、照会票をＥ－ｍａｉｌに添付する形式で、販売事業者に送付

した。販売事業者からの返信がなかった場合は、Ｅ－ｍａｉｌによる複数回の

督促を実施した。 

またモールサイトＢ、モールサイトＣ上の販売事業者の一部については更に

電話による督促も必要に応じて実施した。 

販売事業者からの返信がなかった理由は、販売事業者との電話による督促を

通じて得た経験を踏まえると、大きく以下２パターンとなる。 

ａ．メールソフトにおいて自動的に迷惑メールのフォルダに格納される等の理

由で、Ｅ－ｍａｉｌを確認してもらえない。 
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ｂ．Ｅ－ｍａｉｌの本文中にＵＲＬの記載が多い、添付ファイルがある等の理

由で、フィッシング詐欺を疑われ、Ｅ－ｍａｉｌの内容を確認しない、も

しくは回答を控える。 

② 海外の電話番号が表示されている販売事業者の場合、電話での督促が困難とな

る。なかには、所在地が日本であっても、海外の電話番号が掲載されているケ

ースがあった。 

 

①ｂ．の場合については販売事業者自身が、Ｅ－ｍａｉｌの信憑性を確かめるた

めに、ＪＥＴ又は経済産業省に電話をかけてくることがあり、本調査業務に対する

疑義を申し出るものも含まれていたが、多くは本調査業務を真摯に受けるにあたっ

て、電話をかけてきたものであった。電話をかけてきた者においては、直接話すこ

とによって本調査業務の位置づけを理解してもらえたこともあり、最終的には製品

画像の提供につながる結果となった。本調査業務の実施については、ｂ．のような

疑いを持たれることがあることから、事業期間中はその案内を委託者、受託者、モ

ール運営事業者等のサイトで公開する等によって、広く知らしめることにより調査

対象となった販売事業者に不安を抱かせないような工夫が必要であると考えられ

た。 

以上の観点から、モール運営事業者の協力を受けて、本調査業務における販売事

業者への督促を実施することは一定の効果が得られるものの、海外の販売事業者に

対しては限定的であった。なお②のような海外の電話番号が表示されている販売事

業者にあっては、電話による督促も困難と考えられることから、製品を実際に購入

してＰＳマーク等の有無を確認する方法が今後の対策における一案となりうる。 

 

（４）照会結果の検証における課題 

① 調査をきっかけとして、ＰＳマークの表示等、場当たり的な修正が行われた

のではないかという疑いがある事例がいくつか判明した。 

② 商品ページには「在庫あり」となっており、販売事業者に照会したところ、

「在庫なし」、「誤って出品した」等の理由で、販売を中止したものがあった。 

①及び②への対策としては、実際に販売されている製品であるか、ネットパトロ

ールを逃れるために在庫なしと回答したのか等、法令違反の疑いが残る場合には、

実際に製品を入手して確認することが確実であるものの、幅広く調査を行うことは

困難と考えられる。 

特に②については、今回の調査業務においては、「現在、在庫なし」の理由を申し

出た販売事業者に対しては、「通常、在庫がある場合は、販売事業者においてどのよ

うな表示確認を実施しているのか」という視点へ切り替え、Ｅ－ｍａｉｌにより表

示の確認方法について追加で照会を実施したものの返信がなかったケースも多か

った。今後の対策としては、一度連絡が取れた販売事業者については、前述のとお

り販売事業者への電話による督促が回答を促す効果が期待できることから、電話に

よる督促が対策の一つになると考えられる。 
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（５）法令等に違反している販売事業者の取扱いの課題 

① ある販売事業者が販売していた製品でＰＳマーク無表示等の違反が認められ

たとしても、同一モールサイトにおいて、同一の製品を販売している他の販売

事業者に波及効果が出ないおそれがある。 

② 販売事業者に製品安全４法で規定するＰＳマークを確認する意識がない場合、

照会を受けた１つの製品に対してＰＳマークの確認を行ったとしても、当該販

売事業者が取り扱っている他の製品に対して規制対象該非及びＰＳマークの

表示有無に関する認が販売事業者自身により十分に行われない可能性がある。 

 

上記①については、法令違反又はそれが疑われる製品についてモール運営事業者

に共有することで、同じ製品を販売している当該モールサイトの他の販売事業者に

対して、モール運営事業者から販売事業者に対して、ＰＳマーク等の表示を確認す

るように連絡することがよいと考える。 

なお今回の調査においては、上記②に関しては品目毎にピックアップしての調査

を行った後、ＰＳマークに対する意識の確認として、経済産業省から販売事業者に

対し、モールサイトに出品される他の製品もＰＳマークを確認するように指示を出

してもらうことで対応した。 
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（２）消費者に対するＰＳマークの正しい理解の促進 

適法な義務を履行することができない海外の販売事業者がＰＳマークを製品に

付し、また、優良性を示して商品を販売している実態があることから、製品安全４

法の規制対象製品を購入する際には、国内の販売事業者から適法な製品を購入する

よう、ＰＳマークの正しい理解をするための方策が必要ではないかと考えられる。

また、個人輸入や輸入代行業者を利用することにより製品安全４法の義務を履行し

ていない製品は、国の定めた技術基準に適合していない不安全なものであるおそれ

があることを踏まえた上で、購入の是非を判断するようあわせて啓発が必要である。 

 

（３）モール運営事業者に対するＰＳマークの表記ルールの依頼 

モール運営事業者によっては、法律に基づく許認可、届出等を行っていない商品

を販売することを禁じており、この中には製品安全４法の規制対象製品もあると考

えられる。ただし、今回の調査において、商品ページに掲載されている写真にＰＳ

マークがない、又はＰＳマークがあると説明されているにもかかわらず、実際には

製品にＰＳマークの表示がない、もしくは適法なＰＳマークの表示が実質的に不可

能である海外の事業者からの直送製品が、それとわかる表記がないまま販売されて

いるという実態がわかった。 

このため、販売事業者に対してＰＳマークが必要な製品であるか、ＰＳマークの

表示があるかといった点の情報を商品の説明ページに明記するルールを定める等

によって、消費者が正しく商品を選択できる情報を提供するよう、モール運営事業

者が働きかけることが期待される。 

 

３．製品安全４法違反となる製品を販売する海外等直販サイトの削除要請に対する今

後の取り組み 

 製品安全４法違反となる製品を販売する海外等直販サイト（以下、法令違反直販サ

イトという。）に対しては、登録するレジストラに向けて削除を要請しつつ、削除まで

至ったものについてはその後も監視を継続する体制を基本として取り組んだ。 

今年度の監視業務においては、要請により削除まで至った法令違反直販サイトがあ

る一方で、削除まで至らなかった法令違反直販サイトも見受けられた。法令違反直販

サイトの削除要請においてレジストラ等に対して継続的に働きかけることが、今後の

取り組みにおいても重要となる。 

 

以 上 


